別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名:ぎふクリーン農業総合推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　クリーン農業係　電話番号：058-272-1111（内2665）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,607千円（前年度予算額：7,410千円）

	要求内容


	１　要求の内容


ぎふクリーン農業の全県的な推進と県内での有機農業を推進することにより、県民に「安全・安心」な農産物の提供を図ります。
(１)環境負荷を低減した安全・安心な農産物生産を実践するため、ぎふクリーン農業を全県的に推進する。
(２)ぎふクリーン農業ＰＲ資材の作成や販売促進活動の支援により、ぎふクリーン農業

ロゴマークの店頭等における表示を増やすことで県民の認知度を向上させる。
(３)県がＪＡＳ法に定める登録認定機関となり、県内産有機農産物等生産体制の検査・
認定を行うための検査・判定業務を実施する。
	２　所要経費


(１)食と環境を守るぎふクリーン農業総合推進事業　9,047千円
(２)ぎふクリーン農産物販売促進事業　　　　　　　　900千円
(３)岐阜県有機農産物認証推進事務　　　　　　　　　660千円
	２月１日時点の査定額の考え方


　事業内容の一部を緊急雇用創出事業臨時特例基金事業で対応することとします。
	決定額の考え方

	


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	7,410
	0
	0
	660
	0
	0
	0
	0
	6,750

	要求額
	10,607
	0
	0
	660
	0
	0
	0
	0
	9,947

	２月1日時点
査定額
	4,311
	0
	0
	660
	0
	0
	0
	0
	3,651

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
品目別登録割合の低い水稲を中心に、生産登録面積の一層の拡大を推進する。また、比較的小規模であるが環境保全等へ関心が高い生産者等が取り組む「ぎふクリーン５０」及び「不使用区分」についても生産登録面積の拡大を図る。

平成２３年度県政モニター調査ではぎふクリーン農業の認知度は３割程度と低迷しており、認知度向上が必要である。

有機農業については、県民に「安全・安心」な農産物の提供を図るとともに、岐阜県有機農業推進計画に基づき、有機農業者間の交流や消費者へのＰＲ等を行い、有機農業への理解を促進し、有機農業取組み拡大を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ぎふクリーン農業登録面積
	12,377ha
（H21）
	12,377ha
（H21）
	13,519ha
（H22）
	17,367ha
（H23 ）
	14,500
（H27 ）
	１２０%

	有機農業取組農家数
	　　57戸
（H21）
	57戸
（H21）
	65戸
（H22）
	70戸
（H23）
	75戸
（H27）
	93％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） 消費者キャンペーンの実施　2回（応募数計:940通）

（2） 量販店での店頭ＰＲ、品目別ＰＲフェアの開催、ぎふクリーン農産物販売コーナーの設置

（3） 子育て世代を対象としたテレビ番組におけるＰＲ

（4） 幼稚園、保育園、小学校を対象とした収穫体験教室の開催

（5） 有機農業者同士の情報交換のための交流会を開催（H23：80名参加）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　ぎふクリーン農産物等の販売協力店の拡大、ぎふクリーン農業の認知度向上

　有機農業取組農業者の適正生産


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　農業者等の環境保全型農業への取組意識が向上するとともに、安全で安心な農産物を求める消費者ニーズに対応し、売れる農産物づくりが推進されている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	平成23年度末のぎふクリーン農業登録面積は、17,367ha、県内作付面積の3分の1まで拡大しており、事業効果が現れている。

有機農業取組農家数も平成21年度以降、順調に増加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	流通業者や広告代理店と連携し、それぞれの強みを活かしたＰＲを実施した。

有機農業者の交流会開催により情報共有を図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ぎふクリーン農業への認知度・理解度向上
水稲の生産登録、規模拡大に必要な生産体制の支援

小規模個人農業者の負担軽減

有機農業に対する消費者の理解促進


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

環境への負荷を低減し、県民に安全・安心な農産物を引き続き提供するための取組みを継続して行きます。


